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表紙*電子提供措置用*

第 1 4 期 定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知
日　時 2023年６月27日（火曜日）

午前10時　開会
（午前９時　受付開始）

場　所 東京都千代田区神田須田町一丁目25番
ＪＲ神田万世橋ビル４階　ステーションコンファレンス万世橋

　

決議事項
第１号議案　 剰余金処分の件
第２号議案　 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

証券コード1938
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株主各位

( 証 券 コ ー ド 　 1 9 3 8 )
2023　年　６　月　5　日

株 主 各 位
東京都千代田区神田錦町一丁目６番地
日 本 リ ー テ ッ ク 株 式 会 社
代表取締役社長 江 草 　 茂

【当社ウェブサイト】
https://www.j-rietec.co.jp/ir/stock/

（上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、
「第14期定時株主総会招集ご通知」欄よりご確認ください。）

【株主総会資料掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/1938/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第14期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第14期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい

て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」
  に「日本リーテック」又は「コード」に当社証券コード「1938」を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集

通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

－ 1 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/05/24 12:00:12 / 22947749_日本リーテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主各位

１． 日 時 2023年６月27日（火曜日）午前10時（受付開始時刻は、午前９時となります。）
２． 場 所 東京都千代田区神田須田町一丁目25番

ＪＲ神田万世橋ビル４階　ステーションコンファレンス万世橋
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３． 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第14期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並

びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第14期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

　なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年6月26日（月曜
日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

【書面による議決権行使の場合】
本招集通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2023年６月26日（月曜日）午後6時までに到着するようご返送ください。

【インターネット等による議決権行使の場合】
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただ
き、画面の案内にしたがって、2023年6月26日（月曜日）午後6時までに議案に対する賛否
をご入力ください。
なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネット等による
議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具

記

以　上
　　 　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出
　　 くださいますようお願い申しあげます。
　　 　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、
　　 その旨、修正前及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

本招集通知とあわせてお送りする議
決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

本招集通知とあわせてお送りする議
決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年６月27日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2023年６月26日（月曜日）
    午後６時到着分まで

2023年６月26日（月曜日）
      午後6時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

※書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
　てお取り扱いいたします。
※書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
　り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
　り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

２

１

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

４

３

２

１

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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当連結会計年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)
事　 業　 報　 告

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
１．当連結会計年度の事業の状況

⑴　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、行動制限の緩和をはじめとする各種政策の進展等に
より、個人消費や企業活動に持ち直しが見られるなど、社会経済活動の正常化に向けた動きは
新たな局面に入りました。これにより景気は緩やかな回復基調で推移いたしましたが、長引く
ロシア・ウクライナ情勢を背景とするエネルギーや原材料価格の高騰、欧米諸国でのインフ
レ・金融引締め政策による世界経済の減速懸念など、引き続き景気の下振れ要因の注視が必要
な状況となっております。
　建設業界におきましては、国土強靭化工事をはじめとした関連予算の執行により、公共投資
は底堅く推移しており、民間設備投資も企業収益の改善傾向を背景として徐々に持ち直しの動
きが見られたものの、建設資材の高騰や人手不足等によるコスト増加が顕著となっており、厳
しい収益構造となっております。
　このような状況の中、当社グループは2022年度を初年度とする中期経営計画「Change 
and Innovation RIETEC 2024」をスタートさせ、サステナビリティを巡る新たな社会ニー
ズへの貢献やデジタル技術の導入による生産性向上に努めるなど、経営成績の回復に向けた各
種施策を推進しております。
　当連結会計年度の受注高につきましては、前年度に受注した大型プロジェクト工事の反動減
影響等により、年度前半は対前年同月比で低調に推移したものの、景気が回復基調で推移する
中、年度後半から主要顧客を中心に受注高が伸長したことで、前年度を上回る586億9千６百
万円（前年度は485億６百万円）となりました。売上高につきましては、半導体や鋼材といっ
た資機材不足等により、一部プロジェクト工事において発注時期の繰り下げや着工遅延が発生
したことで、期首から計画に対して進捗の遅れが生じる状況が続きましたが、年度末にかけて
完成引渡しとなった大型プロジェクト工事を中心に設計変更の増額が獲得できたことに加え、
年度後半に伸長した受注工事の進捗等が回復の要因となり、537億４千５百万円（前年度は
532億３千１百万円）となりました。
　利益につきましては、売上高の伸長に加え、原材料価格高騰分の価格転嫁が一部工事で認め
られたこと等により、営業利益が26億８千８百万円（前年度は30億６千８百万円）、経常利
益が3０億８千１百万円（前年度は33億４百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益が21億
３千７百万円（前年度は24億３百万円）となりました。
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当連結会計年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

　事業の種類別セグメントの連結業績は次のとおりであります。

（電気設備工事業）
　電気設備工事業につきましては、受注工事高が586億9千６百万円（前年度は485億6百万
円）、完成工事高が505億2千5百万円（前年度は503億８千万円）、営業利益が54億9千1百
万円（前年度は57億6千6百万円）となりました。

［鉄道電気設備部門］
　鉄道電気設備工事につきましては、東日本旅客鉄道株式会社の安全・安定輸送に伴う設備更
新工事、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の新幹線建設工事等により、受注工事
高が326億2千5百万円（前年度は265億3千3百万円）、完成工事高が318億3千2百万円（前年
度は299億6千3百万円）となりました。
（注）鉄道電気設備工事とは、ＪＲ各社及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構等の信号保

安設備、電車線路設備、発変電設備、電灯電力設備、電気通信設備、送電線路設備等の工事をい
います。

［道路設備部門］
　道路設備工事につきましては、高速道路会社各社の標識工事、電気通信工事、警視庁及び各
警察本部の交通信号機工事等により、受注工事高が103億4千6百万円（前年度は89億5千8百
万円）、完成工事高が90億2千8百万円（前年度は94億7千2百万円）となりました。
（注）道路設備工事とは、高速道路会社各社及び各都道府県警察等の道路標識、道路標示、交通信号

機、道路情報制御システム、遮音壁等の交通安全付帯設備の設計、施工、メンテナンス等の工事
をいいます。

［屋内外電気設備部門］
　屋内外電気設備工事につきましては、官公庁・民間事業者の電気設備工事、太陽光発電設備
工事等により、受注工事高が64億3百万円（前年度は59億4千8百万円）、完成工事高が32億5
千4百万円（前年度は44億6千3百万円）となりました。
（注）屋内外電気設備工事とは、受変電設備、自家発電設備、動力設備、電灯設備、電話設備、LAN等

情報関連設備、自動火災報知設備、その他通信関連設備等建築物に施設される屋内電気設備と、
太陽光発電、光通信ケーブル布設、屋外施設照明、テレビ電波障害対策等の屋外電気設備に関
し、企画、設計から施工、メンテナンスまでの工事をいいます。

［送電線設備部門］
　送電線設備工事につきましては、電力会社各社の架空送電線路工事等により、受注工事高が
93億2千1百万円（前年度は70億6千6百万円）、完成工事高が64億9百万円（前年度は64億8
千1百万円）となりました。
（注）送電線設備工事とは、電力会社各社、電源開発株式会社等の送電線路、電気通信設備の工事をい

います。
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当連結会計年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

（兼業事業）
　兼業事業につきましては、主に道路標識、交通安全用品の販売等により、売上高が28億2千
4百万円（前年度は24億6千1百万円）、営業利益が9千5百万円（前年度は2千3百万円の営業
損失）となりました。

（不動産賃貸事業）
　不動産賃貸事業につきましては、主にオフィスビルの賃貸等により、売上高が３億9千5百
万円（前年度は３億8千9百万円）、営業利益が2億円（前年度は１億9千7百万円）となりまし
た。

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資額は15億5千2百万円であり、その主なものは新基幹シス
テムのⅡ期構築、総合研修センターの訓練設備、静岡営業所の建物の取得であります。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度において、増資等による資金調達は行っておりません。

区 分 第 11 期
（2020年３月期）

第 12 期
（2021年３月期）

第 13 期
（2022年３月期）

第 14 期
(当連結会計年度)

（2023年３月期）

受 注 工 事 高( 百 万 円 ) 58,128 41,028 48,506 58,696
売 上 高( 百 万 円 ) 61,588 55,200 53,231 53,745
経 常 利 益( 百 万 円 ) 5,150 4,765 3,304 3,081
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益( 百 万 円 ) 3,634 3,278 2,403 2,137

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 144円52銭 130円35銭 95円55銭 85円07銭
総 資 産( 百 万 円 ) 79,712 80,618 79,857 82,853
純 資 産( 百 万 円 ) 51,886 54,637 55,504 56,783
１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,062円95銭 2,172円34銭 2,206円82銭 2,275円78銭

２．直前３事業年度の財産及び損益の状況
⑴　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算定し、１株
　　　当たり純資産額は期末発行済株式総数から期末自己株式数を控除した株式数に基づき算定しております。
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当連結会計年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第 11 期
（2020年３月期）

第 12 期
（2021年３月期）

第 13 期
（2022年３月期）

第 14 期
(当事業年度)
（2023年３月期）

受 注 工 事 高( 百 万 円 ) 54,305 37,049 44,718 53,766
売 上 高( 百 万 円 ) 55,325 48,293 47,250 47,197
経 常 利 益( 百 万 円 ) 4,077 3,833 2,990 2,466
当 期 純 利 益( 百 万 円 ) 2,713 2,583 2,209 1,678
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 107円87銭 102円74銭 87円86銭 66円80銭
総 資 産( 百 万 円 ) 65,270 65,344 64,824 67,274
純 資 産( 百 万 円 ) 39,643 41,640 42,438 43,328
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,576円17銭 1,655円58銭 1,687円32銭 1,736円53銭

⑵　当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算定し、１株
　　　当たり純資産額は期末発行済株式総数から期末自己株式数を控除した株式数に基づき算定しております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 保 安 サ プ ラ イ 60 100 鉄道標識及び道路標識の製造販売

株 式 会 社
シ ー デ ィ ー サ ー ビ ス 30 100 建物及び電気設備の保守管理、機器

工具類の保管・販売

株 式 会 社 保 工 北 海 道 20 100 北海道地区における交通信号機、道
路標識、道路標示の設計・施工

株 式 会 社 保 工 東 北 20 100 東北地区における交通信号機、道路
標識の設計・施工

Ｎ Ｒ 電 車 線 テ ク ノ
株 式 会 社 10 100 電気工事（主に電車線工事）の請負

及び監理

交 通 安 全 施 設 株 式 会 社 20 100 関東地区における交通信号機、道路
標識の設計・施工

ＮＲシェアードサービス
株 式 会 社 20 100 総務、財務、人事及び経営企画に関

する業務の代行等

３．重要な親会社及び子会社の状況
⑴　親会社の状況

　該当事項はありません。

⑵　子会社の状況
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対処すべき課題、主要な事業内容

４．対処すべき課題
　今後の日本経済につきましては、新型コロナウイルス感染症の沈静化傾向や政府の各種経済対
策等の効果に支えられ、景気は緩やかな回復基調で推移するものと想定されております。しかし
ながら、引き続き原材料価格の高騰、海外経済の減速、供給面の制約等による影響が懸念されて
おり、当面の間、先行き不透明感は続くものと見込まれます。
　このような中、当社グループの主要顧客は、コロナ影響による大きな業績の落ち込みから回復
傾向にあり、工事の発注時期や受注条件等も一時期より改善されつつあります。当社グループの
受注高にも伸長が見られ、繰越工事高は増加しております。
　今後も原材料価格や人件費の高騰などにより、利益の確保については厳しい状況が続くものと
予想されますが、DX戦略の推進や経営資源の最適化等による生産性の向上、環境事業や設備強
靭化工事といった社会ニーズへの対応、社員の処遇改善や人財の育成をはじめとする人的資本へ
の投資など、中期経営計画に掲げる「３つのＳ＝Safety・Smart・Sustainability」を力強く推
進し、経営成績の早期回復に努めるとともに「工事を通じてインフラを支え、社会に貢献する」
という変わらぬ使命を果たしてまいります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

 経営理念
当社は、鉄道の技術から発展した総合電気工事会社として、安全を第一に、品質の向上と技術
の研鑽に努め、変革に挑み続けます。
そして、卓越した技術と誠実な施工により、お客様から信頼され、共に成長し、広く社会基盤
の構築に貢献することで、持続可能な社会を目指します。

 経営の基本方針
　[安全]

安全は経営の根幹である。労働災害及び重大事故ゼロを目指して、役員、社員一人ひとりが
自らの職責を全うして安全を築き上げます。

　[意識改革で会社・社会の発展]
役員・社員一人ひとりが、常にチャレンジ精神で自ら考え行動することにより、競争力と収
益力に優れた企業として持続的に成長し、企業価値と社会価値の向上を目指します。

　[社員の働きがい]
役員・社員一人ひとりが、仕事に誇りを持って自らの成長に努め、社会への貢献を通じて、
仕事と生活の調和のとれた働きがいのある職場を実現します。

 環境基本理念
日本リーテックグループは「広く社会基盤の構築に貢献する」という経営理念のもと、地球環
境に対する継続的改善を経営の重要課題と位置づけ、事業活動の全ての場面において、環境負
荷の低減に努め、持続可能な社会の実現に向けて貢献いたします。

５．主要な事業内容（2023年３月31日現在）
　当社グループは建設業法により、特定建設業者及び一般建設業者として国土交通大臣の許可を
受け、鉄道電気設備工事、道路設備工事、屋内外電気設備工事、送電線設備工事等の工事請負及
びこれに附帯する事業を行うほか、標識類の販売及び不動産の賃貸を行っております。
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主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

①　本店 東京都千代田区神田錦町一丁目６番地
②　本部・支店
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

【本　部】 【支　店】
サステナビリティ推進本部 東 京 都 千 代 田 区 盛 岡 支 店 岩 手 県 盛 岡 市
鉄 道 本 部 東 京 都 千 代 田 区 仙 台 支 店 仙 台 市 宮 城 野 区
社会インフラ本部 東 京 都 千 代 田 区 新 潟 支 店 新 潟 市 江 南 区
電力システム本部 東 京 都 千 代 田 区 中 央 支 店 千 葉 県 松 戸 市

横 浜 支 店 横 浜 市 磯 子 区
千 葉 支 店 千 葉 市 中 央 区
高 崎 支 店 群 馬 県 高 崎 市
道 路 設 備 支 店 東 京 都 品 川 区
交通システム支店 東 京 都 江 戸 川 区
ビルインフラ支店 東 京 都 荒 川 区
関 西 統 括 支 店 大 阪 市 北 区
中 国 支 店 広 島 市 東 区

６．主要な事業所（2023年３月31日現在）
⑴　当社の主要な事業所

（注）１．当社の施工体制は鉄道本部、社会インフラ本部、電力システム本部の３本部にて構成されており、地
　　　　　方営業拠点につきましては各本部の管轄下に置いております。また、働き方改革のさらなる推進と生
　　　　　産性向上の両立を目指した建設業のスマート化や当社グループの事業と親和性が高い環境やコミュニ
　　　　　ティの分野において強みを発揮していくため、2022年7月1日付でサステナビリティ推進本部を発足
　　　　　し、本施策を戦略的かつスピーディに推進しております。
　　　２．当社の施工体制は2023年4月1日より、社会インフラ本部においては、交通信号機工事受注エリア拡
　　　　　大などを進めるため、道路設備支店・交通システム支店・新エネルギーソリューション支社を廃止し
　　　　　東日本道路インフラ支店・西日本道路インフラ支店を新設しております。電力システム本部において
　　　　　は、今後増大するエネルギー関連工事の受注拡大に向け、施工力の強化を図るため、首都圏電力支
　　　　　社・東北電力支社・西地区電力支社を廃止し、東日本電力支店・西日本電力支店を新設しておりま
　　　　　す。
　　　　　上記新設に伴い、既存組織である関西統括支店を廃止し、関西統括支店の鉄道部門は鉄道本部配下
　　　　　の「関西支店」に移行しております。
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主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

会　社　名 所　在　地
株式会社保安サプライ 東京都中央区新川一丁目29番地13号
株式会社シーディーサービス 東京都台東区下谷一丁目13番地６号
株式会社保工北海道 北海道札幌市中央区北一条東十四丁目１番地12
株式会社保工東北 宮城県仙台市宮城野区岩切分台一丁目８番地の６
ＮＲ電車線テクノ株式会社 東京都荒川区西尾久四丁目14番６号
交通安全施設株式会社 東京都品川区大崎一丁目20番８号
ＮＲシェアードサービス株式会社 東京都千代田区神田錦町一丁目６番地

⑵　子会社

（注）株式会社保安サプライは、2023年3月5日本店を移転し、所在地を変更しております。

区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

男 性 1,379名 16名減

女 性 174名 1名減

合 計 1,553名 17名減

区 分 従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
男 性 1,058名 19名減 41.3歳 14.6年

女 性 91名 1名減 45.9歳 15.9年

合 計 1,149名 20名減 43.6歳 15.3年

７．従業員の状況（2023年３月31日現在）
⑴　企業集団の従業員の状況

（注）従業員数には、当社グループ外からの出向者64名及び臨時従業員92名を含み、当社グループ外への出向
者18名は含んでおりません。

⑵　当社の従業員の状況

（注）従業員数には、社外からの出向者77名及び臨時従業員84名を含み、社外への出向者36名は含んでおりま
せん。

８．主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
　該当事項はありません。

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

⑴　発行可能株式総数 50,000,000株

⑵　発行済株式の総数 25,617,717株（自己株式666,465株を含む）

⑶　株　主　数 2,927名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 4,319 17.3
　日 本 リ ー テ ッ ク 取 引 先 持 株 会 1,547 6.2

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 信 託 口 ） 1,542 6.2

日 本 リ ー テ ッ ク 従 業 員 持 株 会 1,122 4.5

日 本 電 設 工 業 株 式 会 社 1,045 4.2
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 995 4.0

光 通 信 株 式 会 社 984 3.9

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 756 3.0

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 734 2.9

ト ー グ 安 全 工 業 株 式 会 社 649 2.6

Ⅱ．会社の現況
１．株式の状況（2023年３月31日現在）

⑷　大　株　主（上位10名）

（注）1.当社は自己株式を666,465株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　　2.持株比率は自己株式(666,465株)を控除して計算しております。

２．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 え
江 　

ぐさ
 草 　 　　

しげる
  茂  

取 締 役 会 長 た
田 　

なべ
 邊   

しょう
  昭     

じ
治

常 務 取 締 役 おお
 大 　

もり
 森 　

いく
 郁 　 

お
雄

社会インフラ本部長、総務部担当、監査部担当、コンプライアンス担
当、リスク統括担当
東日本電気エンジニアリング株式会社　社外取締役

取 締 役 さわ
 澤 　

むら
 村 　

まさ
 正 　

あき
 彰 

経営企画部長、財務部長、総合研修センター所長、人事部担当、
資材部担当
大同信号株式会社　社外監査役

取 締 役 きた
 北 　

はら
 原 　

ゆう
 雄 　 

じ
二 弁護士

取 締 役 か
加 　

とう
 藤 　 　   

おさむ
  修  

東日本旅客鉄道株式会社　執行役員　鉄道事業本部電気ネットワーク
部門長

取 締 役  
いの

井 　 
うえ

上 　 
なお

直 　 
み

美

取 締 役  
ほ

穂 　 
かり

苅 　 
ひろ

裕 　 
ひさ

久 綜合警備保障株式会社　参与

取 締 役
（常勤監査等委員）   

あけ
 明 　

ぼし
 星 　

ひさ
 久 　 

お
雄

取 締 役
（常勤監査等委員）  

じん
 神 　 　 　 

さ
早 　

なえ
 苗 

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

おお
 大 　 

の
野 　

まさ
 雅 　 

と
人 学校法人　明治大学　専任教授

３．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役北原雄二氏、取締役加藤修氏、取締役井上直美氏、取締役穂苅裕久氏、取締役（常勤監査等
　　　　　委員）明星久雄氏及び取締役（監査等委員）大野雅人氏は、社外取締役であります。

２．当社は、取締役北原雄二氏、取締役井上直美氏、取締役穂苅裕久氏並びに取締役（監査等委員）
　　大野雅人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３．取締役（常勤監査等委員）明星久雄氏は、長年にわたり財務部門や監査部門の要職を歴任しており、
　　財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．取締役（常勤監査等委員）神早苗氏は、当社グループ全体の内部統制システムの保持及び監査業務に

おいて豊富な経験と知見を有するものであります。
５．取締役（監査等委員）大野雅人氏は、長年にわたり国税庁での業務経験があり、財務及び会計に関
　　する相当程度の知見を有するものであります。
６．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督
　　機能を強化するために明星久雄氏並びに神早苗氏を常勤の監査等委員として選定しております。

－ 14 －



2023/05/24 12:00:12 / 22947749_日本リーテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員の状況

専務執行役員 鈴木 　敏彦 （鉄道本部長）
常務執行役員
常務執行役員

大森 　郁雄
小関 　文彦

（社会インフラ本部長）
（鉄道本部中央支店長）

執 行 役 員 薄井 　利夫 （鉄道本部仙台支店長）
執 行 役 員 石田 　辰男 （社会インフラ本部副本部長、同ビルインフラ支店長）
執 行 役 員 佐藤 　純一 （鉄道本部副本部長）
執 行 役 員
執 行 役 員

濵崎 　　茂
小柳 　昌光

（社会インフラ本部副本部長、同東日本道路インフラ支店長）
（電力システム本部長）

執 行 役 員 鈴木 　盛文 （総務部長、財務部長）

７．2022年６月24日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって、取締役佐久間一氏並びに監査役遠藤
茂樹氏が任期満了により退任いたしました。

８．2022年６月24日開催の第13期定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行
　　しております。これに伴い、監査役明星久雄氏、監査役神早苗氏及び監査役大野雅人氏は任期満了
　　により退任となり、新たに監査等委員である取締役に就任しております。
９．当社では、監督と執行の分離を図るため、2009年４月１日より執行役員制度を導入しております。

2023年６月27日現在(予定)の執行役員及び担当業務は次のとおりであります。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　　　当社と各社外取締役及び取締役（監査等委員）は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく社外取締役の損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項が定める額としておりま
す。

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　　　当社は、当社の取締役、執行役員及び子会社の取締役、監査役を被保険者とした会社法第

430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第
三者等からの損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することとなる損害
賠償金、争訟費用等の損害を当該保険契約により塡補することとしています。但し、法令違
反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されない等、一定の
免責事由があります。

－ 15 －
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会社役員の状況

⑷　取締役の報酬等に関する事項
①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　2021年２月10日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以
下「取締役」という）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針）を決議し
ております。その概要は以下のとおりです。
　当社取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能す
るよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役報酬の決定に際しては各取締役の職
責等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。
　具体的には、取締役の報酬は、固定報酬（基準額）としての基本報酬、業績連動報酬等に
より構成し支払うこととしております。
・基本報酬

月例の固定報酬とし、役位、職責等に応じて業績内容、賃金動向、世間水準、業界水準等
を考慮しながら、独立社外役員が過半数を占める諮問委員会の答申を尊重し、総合的に勘
案して決定することとしております。

・業績連動報酬等
業績指標を反映した現金報酬とし、各取締役の担当職責等に対する成果と各事業年度の連
結業績指標の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として、毎年の定時
株主総会後に支給することとしております。目標となる指標とその値は、中期経営計画と
整合するよう計画策定時に策定し、適宜、環境の変化に応じて見直しを行い、当該業績連
動報酬等の額は、諮問委員会の答申を尊重し、決定することとしております。

②　報酬等の決定の委任に関する事項
　個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき、代表取締役社長江草茂がその具体的
内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、諮問委員会の答申を尊重して、各
取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当職責に対する成果を踏まえた賞与の評価配分をす
ることとしております。代表取締役社長は、取締役会及び取締役の職責について俯瞰し、客
観的に適正評価できる立場にあり、評価者として適任と判断しております。また、諮問委員
会のメンバーは当該権限が適切に行使されるよう、代表取締役社長に決定内容の開示を適宜
請求できるものとしております。

③　取締役の報酬等の種類別の割合
　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、取締役会の委任を受けた代表取締役社長は
諮問委員会の答申内容を尊重し、取締役の個人別の報酬内容を決定することとしております。

－ 16 －
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区 分 報 酬 等 の 総 額
報酬等の種類別の総額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基 本 報 酬 業績連動報酬等
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

130,400千円
（21,750千円）

90,900千円
（15,000千円）

39,500千円
（6,750千円）

9名
（5名）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

21,600千円
（12,600千円）

21,600千円
（12,600千円） － 3名

（2名）
監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

8,550千円
（2,550千円）

8,550千円
（2,550千円） － 4名

（2名）
合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

160,550千円
（36,900千円）

121,050千円
（30,150千円）

39,500千円
（6,750千円）

16名
（9名）

⑸　当事業年度に係る報酬等の総額

(注) １．当社は、2022年６月24日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。
　　２．上記には、2022年６月24日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名（うち

社外取締役１名）及び監査役４名（うち社外監査役２名）を含めております。このうち、退任監査役
4名の内3名につきましては、同株主総会の終結の時をもって監査役を退任した後、新たに監査等委員
に就任したため、支給額と員数については、監査役在任期間分は監査役に、監査等委員在任期間分は
取締役（監査等委員）に含めて記載しております。

　　　３．支給人数につきましては延べ人数を記載しておりますが、実際の支給対象者は13名であります。
　　　４．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　５．今事業年度よりスタートした中期経営計画において、目標とする 2024 年度連結営業利益４０億円、
2021年度基準ROE１%向上は、中長期的な企業価値の向上を推進する重要な指標と認識していま
す。中期経営計画目標に対して、事業年度では、売上高、営業利益、経常利益の計画値を設定し、公
表しております。

  　　　 そこで、短期インセンティブ報酬として捉えている業績連動報酬については、事業年度連結営業利益
を指標とし、公表しています第14期の連結営業利益額26億円に対して、基準額を設定し、達成度合
いに応じた係数を乗じ、職責に応じた貢献度を勘案し、事業年度毎の重点実施事項の達成度合いも加
味して決定しています。

６．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、2018年６月27日開催の定時株主総会におい
て年額３億円以内（うち社外取締役の報酬限度額は年額５千万円以内とし、使用人分給与は含まな
い）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役
３名）です。監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の定時株主総会において年額６千万円以
内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役２
名）です。

　　また、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等委員を除く。以下「取締役」という）の報酬限
度額は、2022年６月24日開催の定時株主総会において年額３億円以内（うち、社外取締役年額５千
万円以内とし、使用人分給与は含まない）と決議させていただいております。当該定時株主総会終結
時点の取締役の員数は８名（うち社外取締役４名）です。監査等委員である取締役の報酬限度額は
2022年６月24日開催の定時株主総会において年額６千万円以内と決議させていただいております。
当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名（うち社外取締役２名）です。

７．当事業年度における取締役の報酬内容は、決定方針に従い、諮問委員会にて業績内容、賃金動向、世
間水準、業界水準等を考慮し、その答申を尊重して決定されており、取締役会として決定方針に沿う
ものであると判断しております。

８．業績連動報酬等の額は当事業年度中に役員賞与引当金として費用計上した額となります。

－ 17 －
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区 分 氏 名 活動状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 きた
 北 　

はら
 原 　

ゆう
 雄 　 

じ
二

当事業年度に開催された取締役会に14回中14回出席いたしまし
た。取締役会においては、内部統制に関する人事、組織改編
他、資本政策等をはじめ、経営陣の業務執行について弁護士と
しての豊富な知見に基づく助言、提言を行い、期待される役割
を充分に果たし、ガバナンス向上に貢献しております。
更に工事現場を積極的に視察し、事業内容の事態把握に努め、
取締役会での議論に活かしております。
また、諮問委員会においても、取締役の選任、報酬議案につい
て豊富な知見による客観的な意見具申等を行い、委員としての
役割を果たしております。

取 締 役 か
加 　

とう
 藤 　 　   

おさむ
  修  

当事業年度に開催された取締役会に14回中14回出席いたしまし
た。取締役会においては、技術、安全等に関する事項、株主と
の対話に関する事項や資本政策をはじめ、経営陣の業務執行に
ついて、鉄道事業で培った豊富な知見に基づく助言、提言を行
い、期待される役割を充分に果たし、ガバナンス向上に貢献し
ております。

取 締 役   
いの

井 　 
うえ

上 　 
なお

直 　 
み

美

取締役就任後に開催された取締役会に10回中10回出席いたしま
した。
取締役会においては、内部統制に関する事項や経営戦略に関す
る事項をはじめ、経営陣の業務執行について、企業経営で培わ
れた豊富な経験と知見に基づく、客観的・専門的な視野による
助言・提言を行い期待される役割を充分に果たし、ガバナンス
向上に貢献しております。
更に工事現場を積極的に視察し、事業内容の実態把握に努め、
取締役会での議論に活かしております。
また、諮問委員会の委員就任後、企業経営の経験に基づく各種
提言等、委員としての役割を果たしております。

取 締 役  
ほ

穂 　 
かり

苅 　 
ひろ

裕 　 
ひさ

久

取締役就任後に開催された取締役会に10回中10回出席いたしま
した。
取締役会においては経営戦略に関する事項、内部統制・コンプ
ライアンスをはじめ、経営陣の業務執行にいて、企業経営で培
われた豊富な経験と知見に基づきサステナビリティの観点によ
る助言・提言を行い、期待される役割を充分に果たし、ガバナ
ンス向上に貢献しております。
更に、工事現場を積極的に視察し、事業内容の実態把握に努
め、取締役会での議論に活かしております。

⑹　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役加藤修氏は、当社の主要な取引先である東日本旅客鉄道株式会社の執行役員鉄道
事業本部電気ネットワーク部門長を兼務しております。東日本旅客鉄道株式会社は、当
社と電気設備工事の施工の取引関係があり、当社の大株主となっております。

・取締役穂苅裕久氏は、綜合警備保障株式会社の参与であります。綜合警備保障株式会社と当
社との間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）大野雅人氏は、学校法人明治大学の専任教授であります。学校法
人明治大学と当社との間には特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

－ 18 －
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区 分 氏 名 活動状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（常勤監査等委員）  

あけ

明 　 
ぼし

星 　 
ひさ

久 　 
お

雄

当事業年度に開催された取締役会に14回中14回、監査役会に６
回中６回、監査等委員会に13回中13回出席いたしました。
取締役会においては、経営戦略に関する事項をはじめ、経営陣
の業務執行について、企業経営で培われた豊富な経験と知見に
基づく提言・助言を行い、監査等委員としては、意思決定の妥
当性・適法性を監査、監督しており、期待される役割を充分に
果たし、ガバナンス向上に貢献しております。
監査等委員会においても議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。
更に工事現場を積極的に視察し、事業内容の実態把握に努め、
取締役会、監査等委員会での議論に活かしております。

取 締 役
（監査等委員）

おお
 大 　 

の
野 　

まさ
 雅 　 

と
人

当事業年度に開催された取締役会に14回中14回、監査役会に６
回中６回、監査等委員会に13回中13回出席いたしました。
取締役会においては、内部統制に関する組織改編、経営戦略に
関する事項をはじめ、経営陣の業務執行について、大学教授と
しての幅広い見識に基づく、提言・助言を行い、監査等委員と
しては、意思決定の妥当性・適法性を監査、監督しており、期
待される役割を充分に果たし、ガバナンス向上に貢献しており
ます。
監査等委員会においても議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。
更に工事現場を積極的に視察し、事業内容の実態把握に努め、
取締役会、監査等委員会での議論に活かしております。
また、諮問委員会においても取締役の選任、報酬議案について
豊富な知見による客観的な意見具申等を行い、委員としての役
割を果たしております。

－ 19 －
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会計監査人の状況

支 払 額
当事業年度に係る報酬等の額 ４５百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 ４５百万円

４．会計監査人の状況
⑴　名　　　称　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額

(注)１. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確には区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に
係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え､監査計画の内容、監査の実施状況及び報酬見積もり等が、当社の事業規模に適切であるか
必要な検証を行い、検討した結果、会計監査人に対する報酬等に対して、会社法第399条第１
項の同意を行っております。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解任いたし
ます。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会に
おいて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他業務の適
正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
　なお、当社は2022年６月24日開催の第13期定時株主総会決議に基づき、監査役会設置会社
から監査等委員会設置会社へ移行しております。それに伴い、2022年６月24日の取締役会に
おいて、「内部統制システム構築の基本方針」を改定しており、改訂後の内容は以下のとおり
であります。

【内部統制システム構築の基本方針】
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・　日本リーテックグループは、コーポレートガバナンス体制の中において、コンプライア
ンス・マニュアルを設け、以下を定めている。
　企業の役員、使用人が法令を遵守することは当然であり、社会の構成員としての企業
人、社会人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動することが求められる。
　日本リーテックグループは、この観点から社会規範、倫理及び法令等を厳守することに
より、公正かつ適切な経営の実現を図る。

・　日本リーテックグループ各社の取締役は、この実践のための経営の基本方針をはじめ企
業行動規範及び日本リーテックグループ各社の倫理方針に従い、日本リーテックグループ
全体における法令並びに企業倫理の遵守と浸透を図る。

・　当社はコンプライアンス責任者として担当取締役を任命し、日本リーテックグループと
してのコンプライアンス体制の整備並びに問題点の把握に努める。

②　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・　当社は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、経営の基本
方針の他、コンプライアンス・マニュアル及び日本リーテックグループ各社の倫理方針を
含めた実践的運用と徹底を行うとともに、経営環境の変化や内外の定期的な情報収集等に
より整備・改善を行う体制を構築する。また、業務執行担当取締役に日本リーテックグル
ープ各社の使用人に対するコンプライアンス教育を行わせる。

・　日本リーテックグループの使用人は、日本リーテックグループ各社における重大な法令
違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合、所属会社又は当社に報
告する。コンプライアンス担当取締役は、当該報告された事実についての調査を指揮、監
督し、代表取締役と協議のうえ必要と認める場合は適切な対策を講じる。

・　日本リーテックグループにおける法令遵守上疑義ある行為等について、使用人が直接通
報できる社内外の内部通報窓口を確保するとともに通報者に不利益がないことを確保す
る。
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業務の適正を確保するための体制

・　重要な通報については、その内容と会社の対処状況、結果について適切に日本リーテッ
クグループの取締役、使用人に開示し周知徹底する。

・　コンプライアンス担当取締役は、総務部を直轄する。総務部はコンプライアンス担当取
締役の指示により、日本リーテックグループのコンプライアンス体制維持並びに業務執行
状況の把握に努める。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・　取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録含む）その他重要な情報を法
令及び社内規程に基づき適切に保存、管理する。
ａ．株主総会議事録、ｂ．取締役会議事録、ｃ．取締役が主催するその他重要会議の議事録、
ｄ．取締役を決定者とする決定書類及び附属書類、ｅ．その他取締役会が決定する書類

・　取締役は、常時上記に示す文書等を閲覧できるものとする。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・　当社の定めるコーポレートガバナンス体制における日本リーテックグループ全体のリス
ク管理体制を整備し、取締役会は企業価値を高め企業活動の持続的発展を実現することを
脅かすあらゆるリスクに対処する。

・　リスク管理体制整備のため、次の措置をとる。
ａ．リスク統括管理責任者として担当取締役を任命する。
ｂ．リスク統括担当取締役は、リスク管理体制に基づき日本リーテックグループ全体のリスク
管理体制の整備、浸透及び問題点の把握に努める。

ｃ．代表取締役を委員長とし、リスク統括担当取締役及び有事に関係する業務執行担当取締
役、その他必要な人員を構成とするリスク統括委員会を設置し、有事に際しては即時、適切
かつ迅速に対応する。

・　上記のほか、事業の継続を確保するため、以下のリスク管理体制を整備する。
ａ．事故、火災、疾病、自然災害等重大な損失を被るリスク
ｂ．取締役及び使用人の不適正な業務執行により重大な支障を生じるリスク
ｃ．基幹ＩＴシステムが正常に機能しないことにより重大な被害を被るリスク
ｄ．その他取締役会が極めて重大と判断するリスク

⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・　代表取締役及びその他の業務執行担当取締役については、社内規程に基づき業務の執行
を行わせる。

・　特定の事業部門ごとに責任を持つ執行役員への権限委譲を行うため執行役員制度を導入
する。

・　取締役会機能を強化し、経営効率を向上させるため、代表取締役及びその他の業務執行
担当取締役、その他必要な人員により構成する経営会議を設ける。
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・　代表取締役及びその他の業務執行担当取締役に委任された事項については、社内規程に
よる。なお、これらの規程は、法令の改廃があった場合及び職務執行の効率化が必要な場
合、随時見直しをする。

⑥　当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
・　当社は業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施策の他、日本リ
ーテックグループとしてのコンプライアンス・マニュアルを整備する。

・　日本リーテックグループ各社の取引は、法令、会計規則、税法他社会規範に照らし適正
なものでなければならない。

・　代表取締役及びコンプライアンス担当取締役は、日本リーテックグループ各社が適切な
内部統制システムの整備を行うよう指導する。この中には日本リーテックグループ各社の
取締役に対し、取締役職務の執行に係る事項の当社への報告、情報の保存及び管理に関す
る体制の整備について指導を行うことも含まれる。

・　当社監査部は、日本リーテックグループ各社における内部監査を実施し、日本リーテッ
クグループ全体に亘る内部統制の有効性と妥当性を確保する。監査の計画、実施状況、結
果はその必要性に応じ取締役会をはじめ経営会議に報告する。

・　日本リーテックグループ各社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及
び団体とは一切の関係を持たず、不当請求等には毅然とした態度で臨むものとする。

⑦　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
　監査等委員会の職務を補助すべき使用人については、必要に応じて監査等委員会の業務補
助のための監査等委員会補助使用人を置くことができる。

⑧　前号の補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性並びに当該
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　前号の補助使用人の独立性並びに補助使用人に対する指示の実効性を確保するため、補助
使用人は取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令に服さないものとし、人事
異動、人事評価、懲戒処分は監査等委員会の同意を得なければならない。

⑨　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための
体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制
・　代表取締役及び業務執行担当取締役は、経営状況及び担当業務の執行状況の他、経営会
議等重要な会議の内容について、定期的に監査等委員会へ報告を行う。
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・　代表取締役及び業務執行担当取締役並びに日本リーテックグループの取締役及び使用人
は、以下に定める事項について遅滞なく監査等委員会へ報告を行う。
ａ．会社の信用を大きく低下させ、又はその恐れのある事項
ｂ．会社の業績に大きく影響を与え、又はその恐れのある事項
ｃ．安全、衛生、環境に関する重大な被害を与え、又はその恐れのある事項
ｄ．コンプライアンス・マニュアルに定める企業行動規範に反する行為で重大な事項
ｅ．その他日本リーテックグループ各社を含む上記ａからｄに準ずる事項

・　監査等委員会に報告を行った者に不利益がないことを確保する。
・　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会が必要とする
事項並びに日本リーテックグループ各社の業務及び財産状況を調査する場合は的確に対応
する。

⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・　監査体制の実効性を高めるため、監査等委員会の監査環境を整備する。また、その職務
の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ず
る費用又は債務の処理等は速やかに行う。

・　監査等委員会は代表取締役との定期的な意見交換を開催すると共に、監査部門との連携
を図り、適切な意思疎通及び効果的監査業務の遂行を図る。

・　監査等委員会は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けると共に情報交換を
行うなど連携を図っていく。

⑪　信頼性のある財務報告を確保するための体制
・　財務報告の作成にあたっては、公正妥当な会計基準に準拠した経理規程を定める。
・　信頼性ある財務報告を確保するための内部統制システムの整備状況及び運用状況を経営
者自ら評価し、有価証券報告書内で内部統制報告書として結果報告を行うと共に、不備事
項については適時に改善を実施する。

・　財務報告における内部統制の役割について社内通知徹底を図るため、定期的な研修の実
施を行う。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の整備とその
適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用状況の概要は次のとおりと
なります。
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【内部統制システムの運用状況の概要について】
当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　コンプライアンスに関する取組み
　当社は、当社グループに従事する全従業員の行動指針として「日本リーテックグループコ
ンプライアンス・マニュアル」を制定しております。また階層別研修や各事業拠点の機関
会議、毎年６月の「コンプライアンスの日」等において、定期的にコンプライアンス教育
や総点検を実施するなど、コンプライアンスに対する意識の向上に努めております。

　また、コンプライアンス相談窓口として、当社グループ社員が直接通報できる内部ヘルプ
ラインと、顧問弁護士事務所を通じて通報できる外部ヘルプラインを設け、問題の早期発
見と改善措置に努めております。

②　取締役の業務執行の適正及び効率性の確保に関する取組み
　当社の取締役会は、取締役11名（うち社外取締役６名）で構成され、各業務執行取締役
から業務執行状況の報告が行われると共に、重要事項の審議・決議を行っております。な
お、社外取締役は、独立した立場から決議に加わると共に、経営の監視・監督を行ってお
ります。

③　損失の危険の管理に関する取組み
　当社において発生が懸念されるリスクや事象を類型別にまとめ、毎年２回、経営会議をは
じめとする機関会議において周知徹底を行い、リスク発生の未然防止と適切な管理に努め
ております。

④　当社グループにおける業務の適正の確保に関する取組み
　当社は、一定の事項について日本リーテックグループ各社に報告を求め、承認を行う体制
としている他、毎年２回、グループ各社の社長が出席する「グループ会社社長会」を開催
し、経営状況や業務執行状況等についての報告を受け、指導を行っております。

　また、グループ会社の役員を対象とした研修会を開催しており、ガバナンス体制の強化に
努めております。

⑤　監査等委員会への報告及び監査の実効性確保等に関する取組み
　監査等委員会の監査が実効的に行われるため、社外取締役を含む監査等委員は、毎月１
回、監査等委員会を開催し、監査方針に則って、監査に関する重要事項の報告、協議、決
議を行っております。また、常勤監査等委員は、経営会議等の重要会議に出席すると共
に、取締役から業務執行の状況について直接聴取を行い、業務執行の状況やコンプライア
ンスに関する問題点を日常業務レベルで監視する体制を整備しており、経営監視機能の強
化及び向上を図っております。

◎　本事業報告中に記載しております数字は、１株当たり当期純利益・１株当たり純資産額を除く金額及び株式
数については表示単位未満の端数を切り捨て、その他は四捨五入により表示しております。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）

科　目 金　額 科　目 金　額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流動資産

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

未成工事支出金

材料貯蔵品等

その他

固定資産

有形固定資産

建物･構築物

機械、運搬具及び工具器具備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金　

46,530,397

7,851,390

37,238,887

725,214

377,417

337,487

36,323,427

20,051,767

9,318,230

544,102

8,132,764

2,003,535

53,133

581,609

15,690,050

14,664,222

623,585

406,666

△4,425　

流動負債 18,350,905
支払手形・工事未払金等 7,365,237
電子記録債務 2,902,158
未払法人税等 1,081,965
未成工事受入金 227,737
完成工事補償引当金 2,645
賞与引当金 1,423,803
役員賞与引当金 70,255
その他 5,277,102

固定負債 7,719,297
リース債務 1,788,888
退職給付に係る負債 5,526,060
役員退職慰労引当金 32,025
その他 372,322

負債合計 26,070,202
（純　資　産　の　部）

株主資本 55,142,709
資本金 1,430,962
資本剰余金 3,205,423
利益剰余金 51,025,267
自己株式 △518,943

その他の包括利益累計額 1,640,912
その他有価証券評価差額金 1,721,278
退職給付に係る調整累計額 △80,365

純資産合計 56,783,621
資産合計 82,853,824 負債・純資産合計 82,853,824

連 結 貸 借 対 照 表

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

科　目 金　額
売上高

完成工事高 50,525,222
兼業事業売上高 2,824,691
不動産事業売上高 395,232 53,745,147

売上原価
完成工事原価 43,673,500
兼業事業売上原価 2,176,094
不動産事業売上原価 194,331 46,043,925

売上総利益
完成工事総利益 6,851,722
兼業事業総利益 648,597
不動産事業総利益 200,901 7,701,221

販売費及び一般管理費 5,012,892
営業利益 2,688,328
営業外収益

受取利息配当金 129,945
持分法による投資利益 270,284
物品売却益 13,686
雑収入 77,893 491,809

営業外費用
支払利息 60,279
雑支出 38,146 98,426

経常利益 3,081,712
特別利益

固定資産売却益 2,174
投資有価証券売却益 46,038
国庫補助金 1,273 49,486

特別損失
固定資産除売却損 58,828 58,828

税金等調整前当期純利益 3,072,370
法人税、住民税及び事業税 1,058,550
法人税等調整額 △123,285 935,264

当期純利益 2,137,106
親会社株主に帰属する当期純利益 2,137,106

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：千円）

項　目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,430,962 3,205,423 49,567,246 △343,500 53,860,131

当期変動額

剰余金の配当 △679,085 △679,085
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,137,106 2,137,106

自己株式の取得 △175,443 △175,443
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 1,458,020 △175,443 1,282,577

当期末残高 1,430,962 3,205,423 51,025,267 △518,943 55,142,709

項　目
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 1,660,479 △16,265 1,644,213 55,504,345

当期変動額

剰余金の配当 △679,085
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,137,106

自己株式の取得 △175,443
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 60,798 △64,099 △3,301 △3,301

当期変動額合計 60,798 △64,099 △3,301 1,279,276

当期末残高 1,721,278 △80,365 1,640,912 56,783,621

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法、ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。

連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数…７社
㈱保安サプライ、㈱シーディーサービス、㈱保工北海道
㈱保工東北、ＮＲ電車線テクノ㈱、交通安全施設㈱、ＮＲシェアードサービス㈱

⑵　非連結子会社の名称等
ＮＲ信号システム㈱

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の数…２社

日本鉄道電気設計㈱、東日本電気エンジニアリング㈱
⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

ＮＲ信号システム㈱
㈱ケンセイ

　持分法を適用しない会社は、それぞれ連結純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
が連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品等 移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
⑶　固定資産の減価償却方法

無形固定資産 定額法
また、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間５年に
基づく定額法によっております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

－ 29 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/05/24 12:00:12 / 22947749_日本リーテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金 金銭債権の取立不能による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 完成工事にかかる責任補修費用の支出に備えるため設定しており、完
成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、そ
の金額を合理的に見積もることができる工事について、その損失見積
額を計上することとしております。

賞与引当金 従業員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に対応する支給
見込額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に対応する支給見
込額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　収益及び費用の計上基準

・電気設備工事業 電気設備工事業は、鉄道電気設備、道路設備、屋内外電気設備、送電
線設備の工事請負を行っており、顧客との契約における履行義務を充
足するにつれて、履行義務の充足に係る進捗度に基づいて収益を一定
の期間にわたって認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の
測定は、原価比例法によって見積っております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率を合理的に見積ることができない
が、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込
まれる工事については、原価回収基準を適用しております。また、工
期がごく短い工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益
を認識しております。

・兼業事業 兼業事業は、主に交通施設の標識及び交通安全用品の製造・販売等を
行っており、商品及び製品の出荷から顧客が検収するまでの期間が短
期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

・不動産賃貸事業 不動産賃貸事業は、土地、建物等の賃貸を行っており、賃貸の期間に
わたって収益を認識しております。

②　退職給付に係る負債の計上基準 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控
除した額を計上しております。
過去勤務費用については、発生時に一括費用処理することとしており
ます。
数理計算上の差異については、発生時の翌連結会計年度に一括費用処
理しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。
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連結注記表

・当連結会計年度計上額 34,952,208千円

受取手形・完成工事未収入金等 16,779,407千円
契約資産 20,459,480千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 11,860,158千円

受取手形・完成工事未収入金等 1,500,430千円

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発 行 済 株 式 数
普 通 株 式 25,617,717 － － 25,617,717
合 計 25,617,717 － － 25,617,717

自 己 株 式 数
普 通 株 式 466,416 200,049 － 666,465
合 計 466,416 200,049 － 666,465

（会計上の見積りに関する注記）
　履行義務の充足に係る進捗度等に基づいて一定の期間にわたり収益を認識する完成工事高

・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
　工事収益総額、工事原価総額及び決算日における履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積り、こ
れに応じて一定の期間にわたり収益を認識する完成工事高を計上しています。工事収益総額は当事者間
で合意された工事契約等に基づき、工事原価総額は工事案件ごとの実行予算に基づき、履行義務の充足
に係る進捗度は原価比例法により、それぞれ見積っています。
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りは、新たな合意による工事契約の変更、工種並びに工法の見
直し、工事着手後の作業内容の変更、実行予算作成時に顕在化していなかった事象の発生等の状況変化
により変動する可能性があり、不確実性を伴います。その結果、翌連結会計年度の連結計算書類の一定
の期間にわたり収益を認識する完成工事高に影響を及ぼす場合があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権の金額及び契約資産

３．債権流動化による売掛債権譲渡高

（連結損益計算書に関する注記)
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と
の契約から生じる収益の金額は、「（収益認識に関する注記）１．収益を分解した情報」に記載しております。
（連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200,049株のうち、200,000株は取締役会決議に基づく自己株式の取
得によるものであり、49株は単元未満株式の買取りによるものであります。
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連結注記表

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会 普通株式 679,085 27.00 2022年

３月31日
2022年

６月27日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2023年６月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 673,683 27.00 2023年

３月31日
2023年

６月28日

連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

⑴ 受取手形・完成工事未
収入金等 37,238,887 37,238,887 －

⑵ 投資有価証券
　その他有価証券 4,604,288 4,604,288 －

⑶ リース債務 (1,788,888) (1,790,266) △1,377

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主に電気設備工事業を行うための設備投資計画・資金計画に照らして、必要な資金を主
に自己資金で賄っております。資金運用については安全性の高い金融資産に限定しております。また、短
期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、工事毎及び取引先毎に営業担当部署が残高管
理を行い、主要な取引先の信用状況及び財務状況について定期的にモニタリングしております。また、投
資有価証券は主として株式であり定期的に時価や財務状況等を把握し経営者層に報告しております。
支払手形・工事未払金等及び電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（当期の連結決算期）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（※）負債に計上されているものについては、( )で示しております。
（注）１．「現金預金」、「支払手形・工事未払金等」、「電子記録債務」並びに「未払法人税等」について

は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。
 ２．市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 10,059,934千円）は「(2) 投資有価証券　その他有

価証券」には含めておりません。
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連結注記表

時　価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券 4,604,288 － － 4,604,288

時　価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形・完成工事未収入
金等 － 37,238,887 － 37,238,887

リース債務 － (1,790,266) － (1,790,266)

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

受取手形・完成工事未収入金等
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リ
スクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

リース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

電気設備工事業 兼業事業 不動産賃貸事業 合計
鉄道電気設備
道路設備
屋内外電気設備
送電線設備
兼業

31,832,314
9,028,738
3,254,703
6,409,467

－

－
－
－
－

2,824,691

－
－
－
－
－

31,832,314
9,028,738
3,254,703
6,409,467
2,824,691

顧客との契約から生じる収益 50,525,222 2,824,691 － 53,349,914
その他の収益 － － 395,232 395,232
外部顧客への売上高 50,525,222 2,824,691 395,232 53,745,147

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）
3,125,126 7,003,642

１株当たり純資産額 2,275円78銭
１株当たり当期純利益 85円07銭

（収益認識に関する注記）
１．収益を分解した情報

（単位：千円）

２．収益を理解するための基礎となる情報
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、「（連結計算書類作成のため
の基本となる重要な事項）３.　会計方針に関する事項」に記載しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当連結会計年度末における残存履行義務（兼業事業に係る履行義務については、当初に予想される契約期
間が1年以内のため除く）に配分された取引価格の総額は37,117,363千円であります。当該残存履行義務
について、履行義務の充足につれて約９割は３年以内に収益を認識すると見込んでおります。

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を所有しております。
2023年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は200,901千円の利益（賃貸収益は売上高に、
主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
 ２．当連結会計年度末の時価は、主なものについては不動産鑑定士による「鑑定評価」（指標等を用

いて調整を行ったものを含む）によるものであり、その他の物件については、一定の評価額や適
切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
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貸借対照表

（2023年３月31日現在）

科　目 金　額 科　目 金　額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流動資産

現金預金
受取手形
完成工事未収入金
売掛金
未成工事支出金
材料貯蔵品
その他

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
その他
貸倒引当金　

41,126,159
4,783,233
162,179

35,008,917
111,405
684,386
57,103

318,933
26,148,244
19,434,575
9,180,976

76,135
202,908

8,013,901
1,907,519

53,133
529,396
510,039

7,320
12,037

6,184,271
4,245,791
1,333,998
608,906
△4,425　

流動負債 16,925,123
電子記録債務 2,902,158
工事未払金 6,731,071
買掛金 47,913
未払金 1,535,180
未払費用 448,450
未払法人税等 949,810
未成工事受入金 215,173
完成工事補償引当金 2,645
賞与引当金 1,097,016
役員賞与引当金 39,500
その他 2,956,203

固定負債 7,020,679
リース債務 1,709,912
退職給付引当金 4,938,502
その他 372,264

負債合計 23,945,802
（純　資　産　の　部）
株主資本 41,623,254
資本金 1,430,962
資本剰余金 3,188,408
資本準備金 649,201
その他資本剰余金 2,539,206
利益剰余金 37,522,828
利益準備金 220,240
その他利益剰余金 37,302,587

別途積立金 18,500,000
圧縮積立金 825,245
繰越利益剰余金 17,977,342

自己株式 △518,943
評価・換算差額等 1,705,346
その他有価証券評価差額金 1,705,346
純資産合計 43,328,601

資産合計 67,274,403 負債・純資産合計 67,274,403

貸　借　対　照　表

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

科　目 金　額
売上高

完成工事高 46,378,209
兼業事業売上高 365,024
不動産事業売上高 453,952 47,197,186

売上原価
完成工事原価 40,217,008
兼業事業売上原価 303,018
不動産事業売上原価 252,152 40,772,179

売上総利益
完成工事総利益 6,161,201
兼業事業総利益 62,006
不動産事業総利益 201,800 6,425,007

販売費及び一般管理費 4,131,272
営業利益 2,293,734
営業外収益

受取利息配当金 188,879
物品売却益 12,314
雑収入 61,875 263,070

営業外費用
支払利息 58,478
雑支出 32,258 90,736

経常利益 2,466,068
特別利益

固定資産売却益 719
投資有価証券売却益 46,038
国庫補助金 1,273 48,031

特別損失
固定資産除売却損 47,294 47,294

税引前当期純利益 2,466,806
法人税、住民税及び事業税 901,500
法人税等調整額 △112,856 788,643

当期純利益 1,678,162

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項　目

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金

別途積立金 圧縮積立金
当期首残高 1,430,962 649,201 2,539,206 3,188,408 220,240 17,500,000 838,692
当期変動額

剰余金の配当
当期純利益
別途積立金の積立 1,000,000
圧縮積立金の取崩 △13,446
自己株式の取得
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 1,000,000 △13,446
当期末残高 1,430,962 649,201 2,539,206 3,188,408 220,240 18,500,000 825,245

項　目

株主資本 評価・換算
差額等

純資産
合計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 17,964,818 36,523,751 △343,500 40,799,620 1,638,580 42,438,201
当期変動額

剰余金の配当 △679,085 △679,085 △679,085 △679,085
当期純利益 1,678,162 1,678,162 1,678,162 1,678,162
別途積立金の積立 △1,000,000
圧縮積立金の取崩 13,446
自己株式の取得 △175,443 △175,443 △175,443
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 66,765 66,765

当期変動額合計 12,524 999,077 △175,443 823,634 66,765 890,399
当期末残高 17,977,342 37,522,828 △518,943 41,623,254 1,705,346 43,328,601

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法、ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。

個　別　注　記　表

（重要な会計方針）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
３．固定資産の減価償却方法

無形固定資産 定額法
また、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間５年に基づ
く定額法によっております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金 金銭債権の取立不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 完成工事にかかる責任補修費用の支出に備えるため設定しており、完成工
事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その金
額を合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上
することとしております。

賞与引当金 従業員に支給する賞与に備えるため、当期に対応する支給見込額を計上し
ております。

役員賞与引当金 役員に支給する賞与に備えるため、当期に対応する支給見込額を計上して
おります。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用については、発生時に一括費用処理することとしております。
数理計算上の差異については、発生時の翌期に一括費用処理しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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個別注記表

・当事業年度計上額 31,672,148千円

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,859,552千円

金銭債権 24,699,593千円
金銭債務 736,648千円

完成工事未収入金 1,500,430千円

売上高 27,100,705千円
仕入高 3,875,604千円
営業取引以外の取引 113,644千円

５．収益及び費用の計上基準
・電気設備工事業 電気設備工事業は、鉄道電気設備、道路設備、屋内外電気設備、送電線設

備の工事請負を行っており、 顧客との契約における履行義務を充足するに
つれて、履行義務の充足に係る進捗度に基づいて収益を一定の期間にわた
って認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、原価比例
法によって見積っております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率を合理的に見積ることができないが、
当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる工
事については、原価回収基準を適用しております。また、工期がごく短い
工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま
す。

・兼業事業 兼業事業は、主に交通施設の標識及び交通安全用品の製造・販売等を行っ
ており、商品及び製品の出荷から顧客が検収するまでの期間が短期間であ
るため、出荷時点で収益を認識しております。

・不動産賃貸事業 不動産賃貸事業は、土地、建物等の賃貸を行っており、賃貸の期間にわた
って収益を認識しております。

６．退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書
類における会計処理の方法と異なっております。

（会計上の見積りに関する注記）
履行義務の充足に係る進捗度等に基づいて一定の期間にわたり収益を認識する完成工事高

・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権・債務

３．債権流動化による売掛債権譲渡高

（損益計算書に関する注記）
　　関係会社との取引高
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個別注記表

当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

自 己 株 式
普 通 株 式 466,416 200,049 － 666,465
合 計 466,416 200,049 － 666,465

（単位：千円）
繰延税金資産

賞与引当金 335,687
未払事業税 60,734
賞与社会保険料 51,999
退職給付引当金 1,511,181
土地評価損 302,945
減損損失 9,272
その他 97,616
繰延税金資産計 2,369,437
評価性引当額 △355,643
繰延税金資産合計 2,013,793

繰延税金負債
土地評価益 △310,357
投資有価証券評価益 △121,544
圧縮積立金 △579,409
その他有価証券評価差額金 △751,925
その他 △1,426
繰延税金負債合計 △1,764,663

繰延税金資産の純額 249,130

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200,049株のうち、200,000株は取締役会決議に基づく自己株式の取
得によるものであり、49株は単元未満株式の買取りによるものであります。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者と

の関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

その他
の関係
会 社

東日本旅客鉄道
株式会社

所有
直接 0.0
被所有
直接 17.3　

電気設備工事
の施工

電気工事の
請負 27,021,797 完成工事未

収入金 24,673,629

その他の
関係会社
の子会社

JR東日本ﾚﾝﾀﾘｰｽ
株式会社

所有
直接 なし
被所有
直接 なし　

電気設備工事用
車両のリース

軌陸車等の
リース料の
支払

399,148
リース債務
(１年内を
含む)

2,019,507

１株当たり純資産額 1,736円53銭
１株当たり当期純利益 66円80銭

（関連当事者との取引に関する注記）

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　一般取引と同様であります。

（１株当たり情報に関する注記）
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 斉 藤 直 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 谷 直 博

独立監査人の監査報告書
2023　年　５　月　９　日

日本リーテック株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任 あずさ監査法人
  東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本リーテック株式会社の2022年４月１日から
2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、日本リーテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開
示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は　
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 42 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 斉 藤 直 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 谷 直 博

独立監査人の監査報告書
2023　年　５　月　９　日

日本リーテック株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任 あずさ監査法人
  東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本リーテック株式会社の2022年４月１日
から2023年３月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。)について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開
示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの日本リーテック株式会社第14期事業年度
における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
　　　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明すると
ともに、下記の方法で監査を実施しました。

　　①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み並びに
会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理由については、取締役
会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

　　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
　　　 す。
　　② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
　　　 ん。
　　③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
　　　 テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
          せん。
　　④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は
　　　相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当
　　　該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員
　　　の地位の維持を目的とするものではないと認めます。
　　⑤事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さない
　　　ように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその
　　　理由について、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月９日
日本リーテック株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員
（社外取締役） 明 星 　 久 雄 ㊞

常勤監査等委員 神 　 　 早 苗 ㊞
監 査 等 委 員
（社外取締役） 大 野 　 雅 人 ㊞

　
（注）当社は2022年６月24日開催の第13期定時株主総会の決議により、同日をもって監査役会設
　　　置会社から監査等委員会設置会社に移行したため、2022年４月１日から上記株主総会終結
　　　時までの状況につきましては、旧監査役会から引き継いだ内容に基づいております。

以　上
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剰余金処分の件

　繰越利益剰余金 1,000,000,000円

　別途積立金 1,000,000,000円

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と位置付けており、安定的な配当の継続と機
動的な自己株式の取得を通じて、株主の皆様への利益還元の拡充と資本効率の向上を目指しており
ます。利益配分については、将来にわたる持続的な成長への備えと株主の皆様への利益還元の両
立、配分の最適化を図り、総還元性向４０％を目安として決定していくことを基本方針としており
ます。
　つきましては、期末配当を含む剰余金の処分を以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当期の期末配当金につきましては、当期の業績や財政状態、今後の事業展開等を総合的に勘
案いたしまして、当社普通株式１株につき普通配当27円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は673,683,804円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年６月28日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
①　減少する剰余金の項目とその額

②　増加する剰余金の項目とその額
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位・担当 候補者属性

1
え

江
 

　
ぐ さ

草
 

 
 

　
 

　
 

　
 

 
しげる

茂 代表取締役社長 再 任
　

２
た

田
 

　
な べ

邊
 

 
 

　
 

 
しょう

昭
 

　
じ

治 取締役会長 再 任
　

3
さ わ

澤
 

　
む ら

村
 

 
 

　
 

 
ま さ

正
 

　
あ き

彰
取締役経営企画部長・財務部長・総合
研修センター所長
人事部・資材部担当

再 任
　

４
い の

井
 

　
う え

上
 

 
 

　
 

 
な お

直
 

　
み

美 社外取締役 再 任
　

社 外
　

独 立
　

５
ほ

穂
 

　
か り

苅
 

 
 

　
 

 
ひ ろ

裕
 

　
ひ さ

久 社外取締役 再 任
　

社 外
　

独 立
　

６
さ い

齋
 

　
と う

藤
 

 
 

　
 

 
ゆ う

祐
 

　
き

樹 新 任
　

社 外
　

7
ひ

檜
 

　
が き

垣
 

 
 

　
 

 
な お

直
 

　
と

人 新 任
　

社 外
　

独 立
　

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）7名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同
じ。）全員（８名）が任期満了となります。つきましては、取締役会の意思決定をより一層迅速か
つ機動的に行えるよう1名減員し、取締役7名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、取締役候補者に関しましては、諮問委員会（任意）の審議を経て、取締役会において決定
しております。
　また、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任である
と判断しております。

　　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

え

江
ぐ さ

草
 

 
 

　
し げ る

茂

所有する当社株式の数
4,000株

取締役在任年数
2年

当期における
取締役会への出席状況

14／14回 (100％)　

１ （1963年９月16日生） 再 任
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1992年    4 月 東日本旅客鉄道株式会社 入社
    2003年    6 月 同社 東京支社電気部信号通信課長
    2006年    4 月 同社 東京支社電気部企画課長
    2007年    6 月 同社 盛岡支社総務部長
    2009年    6 月 同社 東京電気ｼｽﾃﾑ開発工事事務所

次長
    2013年    5 月 当社へ出向
    2013年    5 月 当社 鉄道本部副本部長
    2013年    6 月 当社 取締役鉄道本部長

    2015年    5 月 東日本旅客鉄道株式会社 鉄道事業
本部電気ﾈｯﾄﾜｰｸ部次長、 信号ｼｽﾃﾑ
管理ｾﾝﾀｰ所長

    2017年    6 月 同社 東京電気ｼｽﾃﾑ開発工事事務所
長

    2021年    6 月 当社 入社
    2021年    6 月 当社 顧問
    2021年    6 月 当社 常務取締役経営企画部長、

監査部担当
2022年    6 月 当社 代表取締役社長（現任）

　
取締役候補者とした理由

　同氏は、鉄道に関する技術、安全等に対する豊富な知識・経験とマネジメント能力を有しており
ます。また、2013年から取締役を２年間、2021年からは常務取締役、2022年からは代表取締役社
長を務め、当社の業務執行及び企業価値向上に貢献しており、取締役会の意思決定機能や監督機能
の実効性強化が期待できるため、実績や人格、能力等を勘案し、引き続き取締役候補者といたしま
した。

た

田
な べ

邊
 

 
し ょ う

昭
じ

治

所有する当社株式の数
38,800株

取締役在任年数
11年

当期における
取締役会への出席状況

14／14回 (100％)　

２ （1954年１月26日生） 再 任
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1978年    4 月 日本国有鉄道 入社
    1987年    4 月 東日本旅客鉄道株式会社 入社
    2002年    6 月 同社 東京支社電気部長
    2005年    6 月 同社 東京電気工事事務所長
    2009年    6 月 同社 執行役員大宮支社長
    2012年    6 月 当社 入社
    2012年    6 月 当社 顧問

    2012年    6 月 東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 社
外取締役

    2012年    6 月 当社 代表取締役専務鉄道本部長、
安全推進部担当

    2012年    6 月 大同信号株式会社 社外監査役
    2013年    6 月 株式会社TCﾊﾟﾜｰﾗｲﾝ 社外取締役
    2013年    6 月 当社 代表取締役社長

2022年    6 月 当社 取締役会長（現任）
　
取締役候補者とした理由

　同氏は、鉄道に関する技術、安全等に対する豊富な知識・経験を有するとともに、当社の業務全
般を熟知しております。また、2012年から代表取締役専務、2013年から代表取締役社長を務める
など、当社の企業価値向上に貢献しており、実績や人格、経営に関する豊富な知見と能力がこれか
らの当社の経営に欠かせないことから、引き続き取締役候補者といたしました。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

さ わ

澤
む ら

村
 

 
ま さ

正
あ き

彰

所有する当社株式の数
3,300株

取締役在任年数
6年

当期における
取締役会への出席状況

14／14回 (100％)　

 3 （1963年９月21日生） 再 任
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1986年    4 月 株式会社富士銀行 入行
    2002年    4 月 株式会社みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 業務企

画部参事役
    2010年    4 月 みずほ情報総研株式会社 執行役員

人事部部長
    2014年    7 月 当社へ出向
    2014年    7 月 当社 経営企画本部副本部長
    2015年    6 月 当社 入社
    2015年    6 月 当社 執行役員鉄道本部中央支店副支

店長
    2016年    7 月   当社 執行役員財務部長、人事部担当

    2017年    6 月 当社 取締役財務部長、人事部担
当

    2018年    6 月 当社 取締役財務部長、監査部・
人事部・資材部担当

    2019年    6 月 大同信号株式会社 社外監査役
（現任）

2021年    6 月 当社 取締役財務部長、人事部・
資材部担当

2022年    6 月 当社 取締役経営企画部長、財務
部長、人事部・資材部担当

2022年10月 当社 取締役経営企画部長、財務
部長、総合研修ｾﾝﾀｰ所長、人事
部・資材部担当（現任）

　取締役候補者とした理由
　同氏は、前職及び当社において財務部門、人事部門、経営企画部門といった経営管理の要職に就
いており、豊富な知識・経験を有しております。また、2015年から執行役員、2017年からは取締
役として、当社の業務執行及び企業価値向上に貢献しており、実績や人格、能力等を勘案し、引き
続き取締役候補者といたしました。

い の

井
う え

上
 

 
な お

直
み

美

所有する当社株式の数
－株

社外取締役在任年数
1年

当期における
取締役会への出席状況

10／10回 (100％)　

 ４ （1950年11月６日生） 再 任
　

社 外
　

独 立
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1974年    4 月 株式会社富士銀行 入行
    1995年    5 月 同行 武蔵小杉支店長
    1998年    5 月 同行 関連事業部長
    2002年    4 月 株式会社みずほ銀行 執行役員 関

連事業部長
    2005年    1 月 同行 常務執行役員
    2007年    4 月 同行 常務取締役
    2008年    4 月 みずほ情報総研株式会社 入社 顧

問
    2008年    4 月 みずほ証券株式会社 監査役

    2008年    6 月 みずほ情報総研株式会社 専務取締
役

    2010年    3 月 同社 取締役社長
    2013年    4 月 常磐興産株式会社 入社 顧問
    2013年    6 月 同社 代表取締役社長
    2013年    6 月 株式会社東京精密 社外監査役
    2019年    6 月 同社 社外取締役
    2020年    6 月 常磐興産株式会社 代表取締役会長
    2021年    6 月 同社 相談役

2022年    6 月 当社 社外取締役（現任）

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

　同氏は、上場会社等での経営トップとしての豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外の客観
的・専門的な視野による的確な助言や指導をもって当社の経営を監督し、ガバナンス体制強化への
貢献が期待できることから、社外取締役候補者といたしました。また、原案どおり選任された場合
には、諮問委員会の委員となる予定であります。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

ほ

穂
か り

苅
 

 
ひ ろ

裕
ひ さ

久

所有する当社株式の数
－株

社外取締役在任年数
1年

当期における
取締役会への出席状況

10／10回 (100％)　

 ５ （1956年７月４日生） 再 任
　

社 外
　

独 立
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1980年    4 月 日本銀行 入行
    2001年    7 月 同行 甲府支店長
    2007年    4 月 同行 システム情報局長
    2010年    4 月 同行 業務局長
    2011年    6 月 綜合警備保障株式会社 入社 執行

役員営業企画部長
    2012年    2 月 同社 常務執行役員 営業本部副本

部長

    2014年    6 月 同社 取締役常務執行役員 営業本
部副本部長

    2018年    4 月 同社 取締役専務執行役員 営業本
部副本部長

    2019年    4 月 同社 取締役専務執行役員 営業本
部副本部長、海外事業本部長

2022年 ６月 同社 参与（現任）
2022年 ６月 当社 社外取締役（現任）

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

　同氏は、上場会社役員としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、今後の事業の営業戦略や
グローバル展開を含め、社外の客観的・専門的な視野による的確な助言や指導をもって当社の経営
を監督し、ガバナンス体制強化への貢献が期待できることから、社外取締役候補者といたしまし
た。

さ い

齋
と う

藤
 

 
ゆ う

祐
き

樹

所有する当社株式の数
－株

社外取締役在任年数
－年

当期における
取締役会への出席状況

－／－回 (－％)

 ６ （1970年12月8日生） 新 任
　

社 外
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1993年 ４月 東日本旅客鉄道株式会社 入社
2006年 ５月 同社 盛岡支社設備部信号通信課長
2009年 ４月 同社 電気ﾈｯﾄﾜｰｸ部（計画）信号通

信工事計画課長
2013年 ４月 同社 仙台支社設備部企画課長
2015年 ６月 同社 長野支社設備部部長
2017年 ６月 同社 新幹線統括ｸﾞﾙｰﾌﾟ次長

2019年 １月 同社 新幹線統括本部準備室新幹
線統括次長

2019年 ４月 同社 電気ﾈｯﾄﾜｰｸ部（企画）次長
    2021年 ６月 同社 電気ﾈｯﾄﾜｰｸ部（企画）担当部

長
2022年 ６月 同社 鉄道事業本部電気ﾈｯﾄﾜｰｸ部門

企画ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ（現任）

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

　同氏は、会社の経営に関与した経験はありませんが、鉄道に関する技術、安全等に対する豊富な
知識・経験とマネジメント能力を有しております。また社外の客観的・専門的な視野から、当社の
経営への的確な助言と業務執行に対する適切な監督を期待できることから、社外取締役候補者とい
たしました。なお、同氏は、主要な取引先である東日本旅客鉄道株式会社の鉄道事業本部電気ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ部門企画ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ（業務執行者）であり、同社から給与等の支払いを受けております。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

ひ

檜
が き

垣
 

 
な お

直
と

人

所有する当社株式の数
－株

社外取締役在任年数
－年

当期における
取締役会への出席状況

－／－回 (－％)　

 7 （1968年12月11日生） 新 任
　

社 外
　

独 立
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2002年10月 弁護士登録
2008年    4 月 檜垣総合法律事務所設立（現任）
2008年    4 月 筑波大学法科大学院非常勤講師

（現任）
2022年    6 月 特種東海製紙株式会社 社外監査役
　　　　　　　（現任）

　
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

　同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で、会社の経営に関与された経験はありません
が、弁護士として企業法務をはじめとした豊富な知識・経験等を有しており、取締役会の意思決定
機能や監督機能の実効性強化が期待できることから、社外取締役候補者といたしました。また、原
案どおり選任された場合には、諮問委員会の委員となる予定であります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．井上直美氏、穂苅裕久氏、齋藤祐樹氏及び檜垣直人氏は社外取締役候補者であります。
３．当社と井上直美氏及び穂苅裕久氏との間では、現在、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、同法第425条第１項が定める額としております。なお、井上直美氏及び穂苅裕久氏が原案どお
り選任された場合、現在締結中の責任限定契約を改めて締結する予定であります。また、齋藤祐樹氏
及び檜垣直人氏につきましても、原案どおり選任された場合には、同様の責任限定契約を締結する予
定であります。

４．当社は、井上直美氏及び穂苅裕久氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。両氏が原案どおり選任された場合には、引き続き独立役員とする予定であり
ます。また、檜垣直人氏につきましても、原案どおり選任された場合には、当社は同氏を独立役員と
して指定する予定であります。

５．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関
し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当
該保険契約により塡補することとしております。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約
の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており
ます。
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スキルマトリックス

属　性 氏　名

共通性 専門性

企業経営
経営戦略

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ
DX

人的資本
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
内部統制

財務
会計

安全管理 電気技術

取
締
役
（
監
査
等
委
員
を
除
く
。
）

江草　　茂 ● ● ● ● ●

田邊　昭治 ● ● ● ●

澤村　正彰 ● ● ● ●

外・独 井上　直美 ● ●

外・独 穂苅　裕久 ● ●

外 齋藤　祐樹 ● ● ●

外・独 檜垣　直人 ● ●

監
査
等
委
員

外 明星　久雄 ● ●

神　　早苗 ● ● ●

外・独 大野　雅人 ● ●

参考　当社が各取締役に特に期待するスキル（スキル・マトリックス）
　当社は、当社の経営理念実現のため、今期から新たな中期経営計画「Change and Innovation 
RIETEC 2024」のもと、「工事を通じてインフラを支え、社会に貢献する」という使命を果たし、
すべてのステークホルダーからの負託に応えていく必要があると認識しております。
　取締役会は、その役割・責任を適切に果たすため、経営理念及び中期経営計画等に照らし、次に掲
げた各分野におけるスキルを、社内外を問わず十分な知識、経験と能力を有する人材でバランスの取
れた構成とします。

（注）１．「共通性」とは企業経営に共通する専門的なスキルをいい、「専門性」とは当社業務における専門的
なスキルをいう。

 ２．属性の「外」とは社外取締役をいい、「独」とは東京証券取引所の定めに基づく独立役員をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第14期定時株主総会会場のご案内
会　　場　東京都千代田区神田須田町一丁目25番

ＪＲ神田万世橋ビル４階　ステーションコンファレンス万世橋（電話　03-6859-8200）
交　　通　【ＪＲ】

　秋葉原駅 電気街口徒歩４分　　　　　　　：　神田駅 北口徒歩６分
　御茶ノ水駅 聖橋口徒歩７分

【東京メトロ】
　銀座線神田駅 ６番出口徒歩２分　　　　　：　丸ノ内線淡路町駅 Ａ３出口徒歩３分
　千代田線新御茶ノ水駅 Ｂ２出口徒歩６分　：　日比谷線秋葉原駅 ３番出口徒歩７分

【都営地下鉄】
　新宿線小川町駅 Ａ３出口徒歩３分

【つくばエクスプレス】
　秋葉原駅 Ａ１出口徒歩５分

（会場付近略図）
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